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【第１号議案】 

 

２０２５年度 奥能登地区協会 事業報告 

２０２５年度において、奥能登地区協会で計画した事業計画は、全国参加型オンラインセミナー開催をはじめとし

て、会員事業所の皆さまのご支援ご協力により、円滑に実施、終了することができました。 

ＩＣＴ活用推進については、［１］ＩＣＴ・ＤＸの積極的導入を目指した事業展開を行うとともに、会員の利便性向上と

役立つ情報の提供、［２］電話応対＆ビジネスマナーの研修の実施、［３］会員事業所のニーズに沿った各種施策展

開を心掛け、会員サービス向上に努めました。 

 

１．IＣT に関する取り組み  

（１）ＩＣＴ情報月刊誌「テレコムフォーラム」の会員への無料配布 

（２）ＩＣＴセミナーを商工会議所・商工会、ＮＴＴ西日本等との連携にて開催し、合計で２８９社４５４名の参加があり、

前年度３９７名に対して約１４％の参加者増となりました。     

 

テーマ等 参加者数 参加企業数 

経済・ICT セミナー 

56 23 
【石川支部記念講演会】 

・「ＡＩ・ＩｏＴ・データを活用した社会課題解決と地域活性化」 

講師:東京大学大学院 情報学環 教授 越塚 登氏 

商工会議所・商工会との連携 

77 52 
【金沢商工会議所 経営革新＆IT 化支援セミナー】 

・ＡＩがあなたのビジネスの右腕に! 

生成ＡＩ活用セミナー 

講師:㈱ＳＳＣ 代表取締役 安藤 昌明氏 

NTT 西日本との連携 

60 57 

【地区協会理事会特別セミナー】 

①かほく・白山・南加賀 

『BCP 対策の再確認およびカスタマーハラスメント対策の重要性』 

②七尾・奥能登 

『令和６年 能登半島地震を踏まえたＢＣＰ対策のポイント』 

講師:NTT 西日本 北陸支店 ビジネス営業部 担当課⾧ 舘森 広明 

協会他支部との連携（オンライン） 

10 7 
【北陸３支部合同セミナー】 

「中小・小規模企業が直面するＳＮＳリスク」 

講師:国際大学ＧＬＯＣＯＭ客員研究員 小木曽 健氏 

協会本部との連携（オンライン） 

251 150 
・各種ＩＣＴオンライセミナー/講座                 計１２回 

合計 454 289 

 



- 4 - 

 

 

２．電話応対＆接遇・接客マナー向上 

（１）応対系セミナー 

以下の研修を集合並びにオンラインで開催しました。 

 

 

 

 

（２）電話応対コンクール 

   コンクールの問題解説や大会概要を説明する事前研修会は、震災の影響で２０２４年は金沢会場のみの開催としま

したが、２０２５年度は能登会場（七尾）での研修会開催を再開しました。また、予選大会を遠隔方式にて、各企業の会

議室等から参加頂ける方式とし、後日、応対模様の音源を YouTube にて配信しました。県代表選考会は従来通り集合

形式で開催し、競技模様については YouTube によるライブ配信を実施しました。また、今回は大会初参加の上位成績

者を表彰する新人賞を設定いたしました。 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

【石川県代表選考会結果】 

 

   敬称略     

 

なお、石川県代表の久田洋子さんには仙台市で開催された全国大会に参加頂き、素晴らしい競技をされましたが、

惜しくも入賞とはなりませんでした。 

   

 

 

審査結果 地区協会 事業所名 氏　名 フリガナ 初出場

優勝 金沢
NTTビジネスソリューションズ株式会社　カスタマーサクセス部
金沢カスタマーコンタクトセンタ

久田　洋子 ヒサダ　ヨウコ

2位 金沢
損害保険ジャパン株式会社
北陸車両保険金サービス課

遠藤　祐子 エンドウ　ユウコ 〇

3位 金沢
株式会社NTTマーケティングアクトProCX　CXソリューション部
第一ユニット　金沢第一センタ（金沢）

和澤　亜梨沙 ワザワ　アリサ

新人賞 金沢
株式会社NTTマーケティングアクトProCX　CXソリューション部
第一ユニット　金沢第三センタ（光サービス）

野村　李唯奈 ノムラ　リイナ 〇

新人賞 金沢
三井住友海上火災保険株式会社
金沢保険金お支払センター

濱崎　紗世 ハマサキ　サヨ 〇

新人賞 金沢
三井住友海上火災保険株式会社
金沢保険金お支払センター

南田　彩夕 ミナミダ　アユ 〇

テーマ等 参加者数 参加企業数 

新入社員研修 基礎研修+フォローアップ研修（集合） 

105 47 
ハートコミュニケーションズ  代表 矢島久美 氏 

金沢 延べ７回 

南加賀 延べ２回 

クレーム電話応対力向上セミナー （オンライン） 
47 24 

㈱ビコーズ   松尾友子氏、佐藤久美子氏 ４回 

大会名等 開催日 会場 参加者数 参加企業数 

事前研修会/基礎編 （金沢） 6 月 27 日 石川県青少年総合研修センター 34 9 

   同 上      （能登） 6 月 20 日 七尾産業福祉センター 2 1 

事前研修会/強化編 （金沢） 7 月 25 日 石川県青少年総合研修センター 30 9 

   同 上      （能登） 7 月 18 日 七尾産業福祉センター 2 1 

石川県予選大会 9 月 2 日 石川県青少年総合研修センター 23 10 

石川県代表選考会 10 月 10 日 石川県青少年総合研修センター 16 9 

全国大会 11 月 14 日 仙台サンプラザホール 1 1 
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（３）電話応対技能検定 

各企業様の電話応対品質及びＣＳ向上に直結する資格取得制度として、年度当初から年間スケジュールの周知・受

検勧奨を行いました。１～４級の総受検者数は前年３７名減の８０名でした。内訳としては１～３級が前年から８名減の４

６名。４級は今年度からＩＢＴ（インターネット）方式での受験が偶数月に実施されましたが、支部カウントされないことも影

響し前年から１０名減の１０名。１社１０名以上の受験者で団体受検が出来る特例検定も前年から３５名減の２４名と大き

く受検者数が減少しました。 

 

 

 

３．協会活性化・会員拡大の取り組み 

（１）理事会の開催     ２０２５年６月９日 珠洲商工会議所 

（２）２０２５年末会員数   ８０会員  （対前年度 ▲４会員）          

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人 社 人 社 人 社 人 社

0 0 0 0 3 1 1 1 -

0 0 0 0 21 4 3 2 -

0 0 0 0 22 9 9 4 -

集　合 0 0 0 0 10 6 8 4 -

特　例 0 0 0 0 24 1 8 1 -

計 0 0 0 0 34 7 16 5 -

0 0 0 0 80 21 29 12 -

4級

合　　計

2級

3級

1級

のべ受検数 合格数 のべ受検数 合格数級

奥能登地区協会 石川支部合計

合格率

2024末 入会 退会 2025末 対前年

84 0 4 80 ▲ 4
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【第１号議案】 

 

２０２５年度
自 2025年4月1日　

奥能登地区協会
《収入の部》 (単位：円）

差異

大科目 中科目 ②-①

 会　費　収　入 243,000 238,000 △ 5,000

・会員会費収入 243,000 238,000 △ 5,000

 事　業　収　入 0 0 0

・セミナー等収入 0 0 0

    業提収入 0 0 0

・業提共通収入 0 0 0

    業提収入 0 0 0

 

 雑　　収　　入 0 854 854

・受取利息収入 0 854 854

 当期収入合計(A)　 243,000 238,854 △ 4,146

 前期繰越収支差額 1,838,459 1,838,459 0

 収　入　合　計(B) 2,081,459 2,077,313 △ 4,146

(参考）支部収支

事業収入 10,050,800 9,554,251 △ 496,549

勘定科目
予　算① 当年度決算②
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収支決算報告書
至 2026年3月31日

《支出の部》 (単位：円）

差異

大科目 中科目 ②-①

 事　　業　　費 0 0 0

・セミナー等費 0 0 0

 管　　理　　費 50,500 35,589 △ 14,911

・会　　議　　費 43,500 29,889 △ 13,611

・諸経費 7,000 5,700 △ 1,300

　　通信運搬費等 7,000 5,700 △ 1,300

0

 内 部 取 引 支 出 173,656 177,249 3,593

・運営資金支出等 173,656 177,249 3,593

 当期支出計(C)　 224,156 212,838 △ 11,318

 当期収支差額 18,844 26,016 7,172

(A)-(C)

 次期繰越収支差額 1,857,303 1,864,475 7,172

(B)-(C)

 支　出　合　計 2,081,459 2,077,313 △ 4,146

8,855,318 △ 463,664

予　算① 当年度決算②

事業支出 9,318,982

勘定科目
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奥能登地区協会

（単位：円）

科　　　目

【資産の部】

　流動資産

　　　現金・預金 493,724

　　　未収金 9,000

　　　内部貸付金 1,361,751

　　流動資産合計 1,864,475

　　　資産合計 1,864,475

【負債の部】

　流動負債

　　流動負債合計 0

　　　負債合計 0

【正味財産の部】

　  　正味財産 1,864,475

　　　負債及び正味財産合計 1,864,475

（単位：円）

科　　　目

【資産の部】

　流動資産

　　　預金（普通預金） 493,724

　　　　　北國銀行 宇出津支店 395,400

　　　　　興能信金 本店 98,324

　　　未収金 9,000

　　　内部貸付金 1,361,751

　　流動資産合計 1,864,475

　　　資産合計 1,864,475

【負債の部】

　流動負債

　　流動負債合計 0

　　　負債合計 0

　　　正味財産 1,864,475

貸　借　対　照　表

2026年3月31日　現在

金　　　　　　　　　　　額

財　産　目　録

2026年3月31日　現在

金　　　　　　　　　　　額
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【第 2 号議案】 

2026 年度 奥能登地区協会事業計画 

 2026 年度奥能登地区協会の事業計画については、情報セキュリティ対策や生成ＡＩの具体的な活用に向けてオ

ンラインを交えたセミナー開催などによる情報発信並びに電話応対コンクール、電話応対技能検定などビジネスコミ

ュニケーション教育事業の推進を通じて地域課題の解決や地域活性化に寄与する事業展開を目指して参ります。 

 

区分 日　程　等

毎月、会員事業所へ送付
（2025年度より8,9月、2,3月は合併号）

・NTT西日本及び各商工会議所等と連携しセミ
ナーを随時開催
・本部/他支部企画の全国参加型オンラインセミ
ナーのご案内（毎月）

 ・問題発表 4月１日　 本部HP、ﾃﾚｺﾑﾌｫｰﾗﾑ4月号掲載

6月16日　七尾産業福祉センター

6月19日　石川県青少年総合研修センタ

7月10日　七尾産業福祉センター

7月17日　石川県青少年総合研修センタ

 ・石川県予選大会 9月9日　石川県青少年総合研修センタ

 ・石川県代表選考会 10月9日　石川県青少年総合研修センタ

 ・全国大会
11月13日　福岡シンフォニーホール
　　　　　　　（福岡県福岡市）

金沢:4月9日、14日、16日
輪島:4月17日
加賀:4月23日（加賀商工会議所共催）

１1月以降複数回実施予定

8月、2月

4月、6月、10月、12月

5月、7月、11月、1月

通常:年間4回実施 5月、7月、11月、1月

IBT方式:年間6回実施（偶数月） 4月、6月、8月、10月、12月、2月

特例:随時 随時受付

10メールアドレスまで年1回無料

毎月20名まで申込可能

通年随時/企業向出張ｾﾐﾅｰ

通年随時/企業向電話応対模様診断

6月26日　珠洲商工会議所

申込受付:5月1日～7月20日
参加事業所へ電話:7月下旬～9月下旬
結果発表・表彰:11月

協
会
活
性
化
・
会
員

拡
大
の
取
り
組
み

①理事会の開催 ・事業報告、決算、事業計画案等の審議、承認

②会員の拡大

・セミナー参加者等への積極ＰＲ
・会員特典(オンラインセミナー、メール訓練サービス等）の
訴求
・各商工会議所等との連携強化
・NTT西グループ各社との連携強化

退会数見合いの新規会員の獲得により
2025年度末数値維持。
→2025年度末 80会員

⑤本部施策連動

・標的型攻撃ﾒｰﾙ予防訓練(会員無料）

・ｅラーニング（会員無料）

・電話応対研修講師紹介(有料)

・電話応対診断（有料）

・企業電話応対コンテスト(有料)

ビ
ジ
ネ
ス
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
教
育
事
業

①
電
話
応
対
コ
ン
ク
ー

ル

・テーマ　「言葉を交わし、想いをつなぐ」

③ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾐﾅｰ等 ・応対系セミナー（オンライン）

④電話応対技能検定
　　(もしもし検定）

1級　年間2回実施

2級　年間4回実施

3級　年間4回実施

4
級

②新入社員研修 ・2026年度新入社員向けビジネスマナー研修

項　　目 内　　容

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用

推
進
事
業

①会員向け情報誌
   ｢テ レコム・フォーラム｣の発行

ICT分野の最新動向や企業のCS向上事例まで、多彩な
情報をお届け

②ICTセミナー
・NTT西日本との連携
・商工会議所等との連携
・本部/他支部との連携

 ・事前研修会　【基礎編】
　　（加賀/能登で開催）

・問題解説と応対力向上に向けた研修会

 ・事前研修会　【強化編】
　　（加賀/能登で開催）

・各事業所や自宅から参加可能な「遠隔方式」で開催

・会場での「集合形式」で開催
・YouTube配信実施
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【第2号議案】

奥能登地区協会

《収入の部》

予　　算 前年度予算 差　　額

大　科　目 中　　科　　目 ① ② ①－②

会　費　収　入 243,000 243,000 0

・会員会費収入 243,000 243,000 0

事　業　収　入 0 0 0

・セミナー等収入 0 0 0

業提収入 0 0 0

・事業共通収入 0 0 0

　　　　業提収入 0 0 0

雑　　収　　入 0 0 0

・受取利息収入 0 0 0

 当期収入合計(A)　 243,000 243,000 0

前期繰越収支差額 1,864,475 1,838,459 26,016

 収　入　合　計(B) 2,107,475 2,081,459 26,016

(参考）石川支部事業収支

事業収入 9,616,650 10,050,800 △ 434,150

２０２６年度
自　2026年4月１日

勘　　定　　科　　目
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《支出の部》 (単位：円）

予　　算 前年度予算 差　　額

大　科　目 中　　科　　目 ① ② ①－②

事　　　業　　　費 0 0 0

・セミナー等費 0 0 0

管　　　理　　　費 50,500 50,500 0

・会　　議　　費 43,500 43,500 0

・事務局経費 7,000 7,000 0

通信運搬費等 7,000 7,000 0

0

内部取引支出 160,000 173,656 △ 13,656

・運営資金支出 160,000 173,656 △ 13,656

 当期支出計(C)　 210,500 224,156 △ 13,656

当期収支差額 32,500 18,844 13,656

(A)-(C)

次期繰越収支差額 1,896,975 1,857,303 39,672

(B)-(C)

支　出　合　計 2,107,475 2,081,459 26,016

9,318,982 △ 441,982事業支出 8,877,000

収支予算書(案）
 至　2027年3月31日

勘　　定　　科　　目
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【第 3 号議案】 （任期満了に伴う役員等の選任） 

奥能登地区協会会則第 10 条 3 項、第 11 条、第 13 条並びに第 15 条第 2 項に基づき、以下役員等の選任について

承認をお願いしたい。 

 

役　職 氏　　名 所属会社・役職名 選任区分

珠洲商工会議所　会頭

ランプの宿㈱　代表取締役

久岡　政治 輪島商工会議所　会頭

新谷　伸一 能登町商工会　会長

高 木　作 之 穴水町商工会　会長

沢 田    隆 門前町商工会　会長 再　任

稲 木　　強 輪島商工会議所　専務理事

中 市　隆 幸 協和石油販売㈱　代表取締役社長

理　事 中 野　　泰 ㈱中野朝日自動車工業　代表取締役社長

日 野　　悟 輪島市　総務部　監理課長

藤 田　繁 信 能登農業協同組合　代表理事組合長

桶 屋　恵 子 能登農業協同組合 能都支店長

中　　浩 二 石川県漁業協同組合　能都支所運営委員長

端 根　優 子 珠洲市　総務課長 新　任

金 谷　康 宏 穴水町　総務課長

明星加守暢 ㈱のとさく　代表取締役 再　任

本 藤　宏 和
興能信用金庫
本店ブロック長兼本店営業部長

柴 田　啓 太
ＮＴＴ西日本㈱　北陸支店
ビジネス営業部　ビジネス推進部門長

田中　雄一
ＮＴＴ西日本ビジネスフロント㈱
取締役　金沢支店長

再　任

蔵 角　信 幸 ホテルこうしゅうえん　営業統括支配人

理　事 中 田　　亨 石川県漁業協同組合　能都支所運営委員長

加 賀　真 樹 珠洲市　総務課長 退　任

北 川　人 嗣 穴水町　総務課長

監　事 大谷　浩一
興能信用金庫　執行役員
本店ブロック長 兼 本店営業部長委嘱

顧　問 田 中　志 明
ＮＴＴ西日本㈱　北陸支店
ビジネス営業部　ビジネス推進部門長

2026年度奥能登地区協会役員(案）

会　長 刀禰　秀一

副会長

新　任

顧　問

監　事
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（参考） 

(公財)日本電信電話ユーザ協会 奥能登地区協会会則抜粋  

（役職と選任） 

 第 10 条 

   ３ 地区協会理事及び地区協会監事(以下「地区協会理事等」という。)は、地区協会理事会において選任する。 

(地区協会会長及び地区協会副会長の選任) 

 第 11 条 地区協会会長及び地区協会副会長は、地区協会理事会において選任する。 

（地区協会理事等の任期） 

第 13 条 地区協会理事等の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。 

（地区協会顧問） 

 第 15 条  

   ２  地区協会顧問は、地区協会理事会において選任する。 
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【第 4 号議案】 

財務業務の支部一元化について（案） 

 

 支部における財務業務の効率化を図るため、以下の通り支部へ一元化することとします。 

 

1. 基本的な考え方 

(1)セミナー開催等における収支は、開催形式がオンラインによるものが大半であり、参加者はエリアフリーとな

ることから、2022 年度から事業に係る収支は全て支部に計上し、地区協会には会費収入と、理事会開催に係

る費用等のみ計上としてきました。 

(2)そのため、会費については収納後、各地区協会へ収入計上し、理事会に係る費用等も支払い後、地区協会へ計

上する業務が発生しています。 

(3)また、本部及び支部の運営費等の必要資金を移動する作業も発生しています。 

(4)これらの業務の効率化を図るため、各地区協会の財務業務を支部へ一元化することとします。 

(5)これに伴い、各地区協会の銀行口座も支部へ一元化を実施します。 

 

2. 具体的な見直し内容 

(1) 地区協会単位で実施していた収支管理業務を支部へ一元化します。 

(2) 各地区協会の銀行口座を廃止し、支部の口座に一本化します。 

(3) 地区協会の組織体制（会⾧・理事・監事等）は維持しますが、会計責任は一切持ちません。 

(4) 支部並びに各地区協会における財務業務等のイメージは、下図のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 今後の整理事項 

地区協会口座の解約手続き、会則変更要否の確認 等 

 

4. 実施時期 

２０２７年４月１日（予定） 

 

 

業提契約 
請求/収入 

① 収入計上 

事

務

局 

会費請求 
収納管理 

管理費支出 財務諸表 
作成 支部 運営費用管理 事業費用 

支出 

管理費支出 財務諸表 
作成 

運営費用管理 

事業費用 
支出 

管理費支出 財務諸表 
作成 

運営費用管理 

地区 会費収入 

②費用計上 ③資金移動 

［支部・地区協会間の主な業務］ 
① 会費収納後に地区へ収入計上 
② 理事会開催費用等、地区協会に

特化した管理費を支出し計上 
③ 本部・支部の運営費等の必要資

金を移動 
④ 支部・各地区協会の財務諸表を

作成(支部:1、地区:6) 

会費収入 

会費請求 
収納管理 支部 

地区  

事

務

局 

［支部業務として一元化する業務］ 
① 収入及び費用の管理、計上 
② 収支管理 
③ 既存正味財産の統合 
④ 財務諸表を作成(支部のみ） 

現 状 

見直し後 

地域に即した事業活動に特化 

業提契約 
請求/収入 
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